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「第一工業製薬グループ人権方針」の制定について 

 

 

 

第一工業製薬（本社：京都市南区、代表取締役社長：山路直貴、以下「当社」）は、この   

たび、国連の定める「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、「第一工業製薬グループ  

人権方針」を制定しました。当社は、国際規範に基づいた事業活動を行い、その責任を果た

すことを表明します。 

 

 

当社は社是「産業を通じて、国家・社会に貢献する」を実現するために、これまでにも   

「企業倫理憲章」および「役員・従業員行動宣言」を制定し、公正かつ適正な事業活動を   

行ってきました。このたび、昨今の国際社会における「人権」に対する意識の高まりを受け、

国際規範に則った人権方針を制定し、サステナブル社会の実現に向けて当社グループの  

人権尊重の取り組みを強化します。今後、人権に関する取り組みはホームページなどで公開

します。 

 

 

「第一工業製薬グループ人権方針」は、添付資料をご覧ください。 

 

 

 

 

 

【本リリースについてのお問い合わせ先】 

第一工業製薬株式会社 広報 IR 室 

TEL.075-323-5951   E-mail: d-kouhou@dks-web.co.jp 

〒601-8391 京都市南区吉祥院大河原町 5 
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第一工業製薬グループ人権方針 
 

 人権を尊重することは、第一工業製薬グループ（第一工業製薬株式会社およびそのグルー
プ会社、以下、当社グループ）が社会的責任を果たすと共に、社是「産業を通じて、国家・
社会に貢献する」を実現するために不可欠であると考えています。このような認識のもと、
当社グループは「企業倫理憲章」、「役員・従業員行動宣言」を定め、人権尊重の取り組みを
推進しています。当社グループの事業活動によって影響を受けるすべての人々の人権を尊
重し、責任を果たすために、人権に関する国際的な規範に基づいた「第一工業製薬グループ
人権方針」（以下「本方針」といいます）をここに定めます。 
 
1. 人権に対する基本的な考え方 
当社グループは、事業活動を行う上で人権は最も基本的な事項であると認識し、全ての人

の人権を尊重します。 
当社グループは、すべての国のすべての人が享受すべき基本的人権について規定した「国

際人権章典」、国際労働機関の「労働における基本的原則および権利に関する ILO 宣言」、
国連グローバル・コンパクト（UNGC）の定める 10 原則等の人権に関する国際規範を支持
し、尊重します。そして、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」および「責任あるサ
プライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」に基づいて本方針を定め、人権
尊重の取り組みを推進していきます。 
 
2. 適用範囲 
 本方針は、当社グループの役員と全従業員（正社員、契約社員、派遣社員を含むすべての
従業員）に対して適用されます。また、当社グループの企業活動に関わるビジネスパートナ
ー（取引先、および当社グループの事業、製品またはサービスに直接関わる他の関係者）に
対して、本方針を理解し、支持することを期待するとともに、本方針を尊重していただくよ
う働きかけます。 
 
3. 人権デュー・ディリジェンス 
 当社グループは、「ビジネスと人権に関する指導原則」および「責任あるサプライチェー
ン等における人権尊重のためのガイドライン」に基づき、人権デュー・ディリジェンスの仕
組みを構築します。そして、当社グループの事業活動によって顕在化した、または潜在的な
人権への負の影響を特定し、防止、軽減し、取組の実効性を評価し、どのように対処したか
について説明・情報開示していくために人権デュー・ディリジェンスを実施します。 
当社グループは、人権デュー・ディリジェンスを実施する過程で、自らの企業活動により

人権への負の影響を引き起こし、または助長していることが明らかになった場合は、是正に



向けて適正に対処し、軽減措置を講じるとともに、将来同様の負の影響を引き起こしたり助
長したりすることがないよう、防止措置を講じることによって人権尊重に対する責任を果
たします。また、自らの企業活動により負の影響を引き起こし又は助長していなくても、自
らの事業・製品・サービスが人権の負の影響に直接関係していることが明らかになった場合
にも、負の影響を引き起こし又は助長している企業に対して、影響力の行使または支援等を
行うことにより、その負の影響を防止・軽減するよう努めます。 
 
4. 救済 
 当社グループが人権に対して負の影響を引き起こし、または負の影響を助長しているこ
とが明らかになった場合、適切な手続きを通じて救済に取り組みます。 
また、当社グループは、苦情処理メカニズムを確立するか、または、これに参加すること

等により、適切な救済を可能とします。 
 
5. 対話 
 当社グループは、顕在化した、または潜在的な人権に対する負の影響に対し、その防止、
軽減のために、関連するステークホルダーと対話、協議を行います。 
 
6. 教育 
 当社グループは、本方針が役員および全従業員に正しく理解され、当社グループの事業活
動に定着するように適切な教育を行います。 
 
7. 説明・情報開示 
 当社グループは、自らが人権を尊重する責任を果たしていることを説明するため、人権尊
重に関する取り組みに関する情報をウェブサイト等で開示いたします。 
 
本方針は、2022 年 12 月の取締役会で承認されています。 
 

2022 年 12 月 26日 
第一工業製薬株式会社 

代表取締役社長 山路 直貴 
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